
事 務 連 絡

平成２９年１２月５日

都道府県沿岸漁業改善資金担当課長 殿

都 道 府 県 地 方 分 権 担 当 課 長 殿

水産庁増殖推進部研究指導課普及育成班

内 閣 府 地 方 分 権 改 革 推 進 室

平成28年の地方からの提案等に関する対応方針を受けた沿岸漁業改善資金に係る物的担保

の活用状況等に関する情報提供について

平成28年の地方からの提案等において、複数の知事会及び県から「沿岸漁業改善資金の金融機関に

よる転貸方式の追加、転貸融資の場合の保証機関の対象化」の提案（参考資料１）があり、昨年12月

20日の地方分権改革推進本部で「平成28年の地方からの提案等に対する対応方針について」（参考資

料２）が決定され、同日付けで閣議決定されました。

閣議決定においては、

（ⅰ）沿岸漁業改善資金については、物的担保の活用状況の実態や担保が活用されにくい理由等に

ついて都道府県に対する調査を平成28年度中に行い、その結果を踏まえ、活用事例を都道府県

へ情報提供するなどの物的担保の活用による同資金の利用促進に資する措置を平成29年中に講

ずる。

（ⅱ）沿岸漁業改善資金の貸付方法については、上記調査結果及び同資金の利用促進に資する措置

の状況を踏まえ、転貸融資方式の導入等を含め、更なる利用促進に向けた検討を行い、平成32

年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

とされたところであります。

これを受け、平成29年３月に沿岸漁業改善資金に関する利用状況等の調査依頼を発出し、当該調査

結果のとりまとめを行ってきたところでありますが、今般、当該調査結果を踏まえ、別紙のとおり都

道府県における物的担保の活用状況等について情報提供をさせて頂きますので都道府県における制度

の見直しなどを含め、今後の沿岸漁業改善資金の利用促進の取組の参考としていただくようお願い申

し上げます。

【添付資料】

・別紙１ 沿岸漁業改善資金における物的担保の規定と貸付けの状況

・別紙２ 沿岸漁業改善資金の活用状況についての調査結果（概要）

・参考資料１ 平成28年地方分権改革に関する提案募集 提案事項（個票）

・参考資料２ 平成28年の地方からの提案等に関する対応方針（平成28年12月20日閣議決定）(抄)

（問合せ先）

水産庁増殖推進部研究指導課普及育成班

若命

丸山

直通：03-6744-2374 FAX：03-3591-5314

内閣府地方分権改革推進室

平林

津島

直通：03-3581-2450



沿
岸
漁
業
改
善

資
金
に
お
け
る
物
的
担
保
の
規
定
と
貸
付
け
の
状
況

○
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
の
貸
付
け
に
当
た
っ
て
は
、
人
的
担
保
（
連
帯
保
証
人
）
の
他
に
物
的
担
保
に
よ
る
貸
付
け

や
人
的
担
保
と
物
的
担
保
の
併
用
に
よ
る
貸
付
け
も
可
能
。

○
都
道
府
県
の
担
当
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
で
は
、
３
９
都
道
府
県
中
、
３
３
都
道
府
県
（
８
７
％
）
が
物
品
担
保
に

よ
る
貸
付
け
の
規
定
を
設
け
て
い
る
。
こ
の
う
ち
２
０
道
府
県
（
５
３
％
）
が
物
的
担
保
の
み
に
よ
る
貸
付
け
が
可
、
１
３

都
県
（
３
４
％
）
が
保
証
人
と
の
併
用
が
必
要
。

○
平

成
２
４
～

２
８
年

度
ま
で
の
５
ヵ
年
間
に
物
的
担
保
に
よ
る
貸
付
け
の
実
績

が
あ
っ
た
の

は
８
県

で
、
こ
の

う
ち
担

保
物
件
が
貸
付
対
象
物
件
の
み
で
あ
っ
た
も
の
が
５
件
、
貸
付
対
象
物
件
以
外
が
４
件
あ
っ
た
（
重
複
あ
り
）
。

○
物
的
担
保
の
評
価
・
管
理
は
全
て
担
当
部
局
で
行
わ
れ
て
い
た
。

（
１
。

○
担
保
物
件
の
例

・
貸
付
対
象
機
器
、
漁
船

・
不

動
産

（
土

地
、
建

物
等

）

・
漁
船
保
険
の
保
険
金
請
求
権
（
質
権
設
定
）

等

（
１
。

○
物

的
担

保
に
よ
る
貸

付
け
実

績
が

無
い
理

由

・
借

受
者

か
ら
の

希
望

が
な
い

・
担

保
物

件
の

管
理

が
困

難

・
物
的
担
保
の
設
定
や
評
価
の
方
法
等
が
分
か
ら
な
い

・
体

制
が

整
っ
て
い
な
い

等
対

応
事

例
に
つ
い
て
は

別
紙

の
と
お
り

○
物
的
担
保
の
活
用
例

・
借

受
者

が
、
所

定
の

連
帯

保
証

人
を
立

て
る
こ
と
が

で
き
な
い
と
（
県

が
）
認

め
る
場

合
で
あ
っ
て
、
適

当
な
物

的
担

保
を
提

供
す
る
こ
と
が

で
き
る
場

合
は

、
連

帯
保

証
人

に
替

え
て
担

保
の

提
供

に
よ
る
貸

付
け
を
可

能
と
す
る
。

（
そ
の

際
、
貸

付
対

象
物

件
を
優

先
す
る
。
）

・
担

保
を
提

供
し
た
場

合
は

、
担

保
を
提

供
し
な
い
場

合
に
必

要
な
連

帯
保

証
人

の
数

か
ら
１
名

減
ず
る
こ
と
で
貸

付
け
を
行
う
。

・
一

定
額
以
上
の
高
額
の
貸
付
け
に
つ
い
て
、
連
帯
保

証
人
に
加
え
て
、
貸
付
対
象
物
件
に
対
し
て
、
担
保
の
設

定
を
行
う
こ
と
で
貸
付
け
を
行
う
。

（
別

紙
１

）
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物
的
担
保
の
設
定
・
評
価
方
法
や
管
理
の
例

（
１
。

○
物

的
担
保
の
設
定
・
評
価
方
法
の
例

・
固
定
資
産
税
の
評
価
額
を
基
準
に
評
価

・
複
数
の
造
船
所
の
評
価
額
を
参
考
に
評
価
額
を
決
定

・
毎
年
、
漁
船
保
険
組
合
に
評
価
額
を
確
認
（
質
権
設
定
を
更
新
）

・
簿
価
（
路
線
価
、
固
定
資
産
の
評
価
額
）
×
掛
け
目
に
よ
り
算
定

・
固
定
資
産
の
評
価
証
明
書
に
よ
り
評
価

・
担
保
物
件
に
付
し
て
い
る
損
害
保
険
の
請
求
権
に
質
権
を
設
定

（
１
。

○
物

的
担
保
の
管
理
の
例

・
貸
付
対
象
物
件
に
対
し
て
譲
渡
担
保
設
定
契
約
公
正
証
書
を
作
成
（
償
還
期
限
ま
で
管
理
）

・
契
約
書
を
作
成
し
て
設
定
登
記

・
漁
船
保
険
の
質
権
設
定
と
譲
渡
担
保
設
定
に
関
し
て
は
、
法
務
局
で
確
定
日
付
を
取
得

（
１
。

○
物

的
担

保
に
よ
る
貸

付
け
を
促

進
す
る
た
め
に
都

道
府

県
で
対

応
可

能
な
措

置

・
事
務
処
理
要
綱
の
改
正
に
よ
る
物
的
担
保
の
対
象
化

・
借
受

者
側

の
選

択
制

に
す
る
こ
と

・
担
保
評
価
事
務
を
外
部
に
委
託
す
る
制
度
の
導
入

・
担
保
評
価
、
担
保
設
定
等
の
ノ
ウ
ハ
ウ
の
蓄
積
や
対
応
す
る
人
員
と
予
算
の
確
保

等

2



別
紙

物
的
担
保
に
よ
る
貸
付
け
の
活
用
事
例
（
一
覧
）

事
例
１

事
例

２
事

例
３

事
例

４
事
例
５

事
例
６

事
例
７

担
保

不
動
産

◯
（
土

地
・
建

物
）

◯
（
土

地
・
建

物
）

－
－

－
－

－

動
産

◯
（
漁

船
）

－
◯

（
エ
ン
ジ
ン
）

◯
（
漁

船
等

）
◯

（
漁

船
）

◯
（
エ
ン
ジ
ン
）

◯
（
漁

船
等

）

抵
当
権
設
定

（
登

記
）

◯
◯

－
－

－
－

－

譲
渡
担
保
設
定

－
－

◯
◯

◯
◯

◯

公
正
証
書
作
成

－
－

◯
－

－
◯

－

質
権
設
定

（
漁

船
保

険
等

）
◯

－
－

◯
－

◯
◯

3



物
的

担
保

の
活

用
事

例
１
（
担

保
物

件
：
土

地
・
建

物
及

び
漁

船
（
※

抵
当

権
設

定
・
質

権
設

定
）
）

◯
貸

付
け
の

概
要

・
資

金
の

種
類

：
青

年
漁

業
者

等
養

成
確

保
資

金
（
経

営
開

始
資

金
）

・
貸

付
の

内
容

：
漁

船
建

造
（
４
．
８
ｔ）
、
貸

付
金

額
１
８
，
０
０
０
千

円
、
償

還
期

間
１
０
年

・
担

保
内

容
：
（
１
）
土

地
・
建
物

へ
の

抵
当

権
及
び
当

該
建

物
の

共
済
契

約
へ

の
質

権

（
２
）
融
資

対
象

物
（
漁

船
）
へ

の
抵

当
権

及
び
当

該
漁

船
の

漁
船

保
険

へ
の

質
権

※
漁

船
の

完
成

ま
で
２
ヵ
月

程
度

か
か

る
た
め
、
抵

当
権

設
定

登
記

や
共
済

・
漁
船

保
険

の
質
権

設
定

の

タ
イ
ミ
ン
グ
が

（
１
）
と
（
２
）
で
異

な
る

県
借

受
者

④
抵

当
権

設
定

契
約

書
（
土

地
・
建

物
）

法
務

局

抵
当

権
設

定
登

記

③
土

地
・
建

物

⑩
漁

船

農
協

⑥
質

権
設

定
承
諾

請
求

書

⑫
質

権
設

定
承
諾

請
求

書

漁
船

保

険
組

合

⑤
共

済
契

約
へ

の
質
権
設
定
承
諾
（
建
物
）

⑪
漁

船
保

険
へ

の
質
権
設
定
承
諾
（
漁
船
）

質
権

設
定

承
認

証
・

共
済

証
券

裏
書

き

質
権

設
定

承
諾

証
・

保
険

証
券

裏
書

き

①
資
金
交
付

②
沿

岸
漁

業
改
善
資
金
の
借
用
証

書

⑧
抵

当
権

設
定

契
約

書
（
漁

船
）

⑦ ⑬

法
務

局
漁
船
登
記

（
農
業
用
動
産
と
し
て
登
記
）

⑨

※
手

続
き
は
司
法
書
士

に
委
任

4



物
的

担
保

の
活

用
事

例
２
（
担

保
物

件
：
土

地
・
建

物
（
※

抵
当

権
設

定
）
）

◯
貸

付
け
の

概
要

・
資

金
の

種
類

：
青

年
漁

業
者

等
養

成
確

保
資

金
（
経

営
開

始
資

金
）

・
貸

付
の

内
容

：
エ
ン
ジ
ン
、
貸

付
金
額

２
０
，
０
０
０
千
円

、
償

還
期

間
１
０
年

・
担

保
内

容
：
土

地
・
建

物
へ

の
抵

当
権

県
借

受
者

法
務

局

・
委

任
状

（
委

任
）

・
登

記
原

因
証

書
①

貸
付

申
請

の
際

に
以

下
の

書
類

を
提

出

・
担

保
提

供
物

件
申

出
書

・
担

保
提

供
同

意
書

・
印

鑑
登

録
証

明
書

・
登

記
事

項
証

明
書

（
土

地
･建

物
）

（
※

全
部

事
項
証
明
書
）

・
固

定
資

産
評

価
証

明
書

（
家

屋
・
土

地
）

・
預

金
残

高
証

明
書

・
公

図
（
又

は
土

地
家

屋
調

査
士

に
よ
る
図

面
）

・
融

資
残

高
証

明
書

（
抵

当
権

が
１
位

で
は

な
く
、

登
記

簿
だ
け
で
は

担
保

額
が

不
足

す
る
場

合
）

司
法

書
士

登 記 申 請

・
登

記
識

別
情

報
通

知

・
登

記
完

了
証

・
登

記
事

項
証

明
書

（
※

全
部

事
項

証
明

書
）

登 記 完 了
②
貸
付
決
定

③

⑩

⑨

⑤

融
資

機
関

⑦
連

絡
⑧
資
金
交
付

受
領

書
（
登

記
受

付
）

（
※

ﾌ
ｧ
ｸ
ｽ
or
ﾒ
ｰ
ﾙ
で
連
絡
）
⑥

④
沿

岸
漁

業
改

善
資

金
の

借
用

証
書

（
融

資
機

関
経

由
）

5



物
的

担
保

の
活

用
事

例
３
（
担

保
物

件
：
貸

付
対

象
機

器
（
※

譲
渡

担
保

設
定

（
公

正
証

書
作

成
）
）
）

◯
貸

付
け
の

概
要

・
資

金
の

種
類

（
例

）
：
経

営
等

改
善

資
金

（
漁

船
用

環
境

高
度

対
応

機
関

）

・
貸

付
の

内
容

（
例

）
：
エ
ン
ジ
ン
、
貸

付
金

額
１
１
，
０
４
５
千

円
、
償

還
期
間

７
年

・
担

保
内

容
：
貸

付
け
た
機

器
へ
の

譲
渡

担
保

設
定

※
Ａ
県

で
は

、
平

成
１
９
年

度
か

ら
全

て
の

貸
付

け
に
公

正
証

書
を
作

成

（
人

的
担

保
の

場
合
も
作

成
。
な
お
、
物
的

担
保

の
設

定
は

貸
付
金

額
が

６
，
０
０
０
千
円

以
上
の

場
合

。
）

公
証

人

役
場

（
公

正
証

書

を
作

成
）

借
受

者

①
沿

岸
漁

業
改

善
資

金
の

借
用

証
書

県
の

代
理

人

委
任
状

（
委

任
）

県

漁 協 等

公
正

証
書

（
副

本
）
の

交
付

（
※

漁
協
等
経
由
）

代
理

人

出
頭

借
受

者
・
連

帯
保

証
人

の
代

理

④
公

正
証

書
（
正

本
）
の

交
付

委
任

状

(委
任
)

出
頭

⑤
表

示
票

貼
付

（
※

借
受

者
が

機
器

等
を
設

置
後

（
事

業
完

了
後

）
）

②
③

③
②

④

6



物
的

担
保

の
活

用
事

例
４
（
担

保
物

件
：
漁

船
等

（
※

譲
渡

担
保

設
定

・
質

権
設

定
）
）

◯
貸

付
け
の

概
要

・
資

金
の

種
類

：
（
１
）
経

営
等

改
善

資
金

（
燃

料
油

消
費

節
減

機
器

等
設
置

資
金

）

（
２
）
青

年
漁

業
者

等
養

成
確

保
資

金
（
経

営
開

始
資

金
）

・
貸

付
の

内
容

：
（
１
）
エ
ン
ジ
ン

、
貸

付
金

額
２
４
，
０
０
０
千

円
、
償

還
期

間
７
年

（
２
）
漁
船

建
造

、
貸

付
金

額
２
０
，
０
０
０
千

円
、
償

還
期

間
１
０
年

・
担

保
内

容
：
貸

付
対

象
物

へ
の

譲
渡

担
保

設
定

及
び
当

該
漁

船
等
の

漁
船

保
険

へ
の
質

権
設

定

県

（
質

権
者

）
借

受
者

（
質

権

設
定

者
）

①
貸

付
申

請
⇒

貸
付
決
定

譲
渡

担
保

設
定
契
約
の
締
結

（
譲

渡
担

保
設

定
契

約
証

書
）

質
権

設
定

承
諾

請
求

書

※
当

事
者

双
方

連
署

保
険

期
間
に
応

じ
て
更

新

漁
船

保

険
組

合
④

漁
船

保
険

請
求
権
へ
の
質
権
設

定
の

同
意

⑥
質

権
設

定
承

諾
証

②
沿

岸
漁

業
改
善
資
金
の
借
用
証

書

③

⑤

⑥
質

権
設

定
承

諾
証

・
保

険
証

券
裏

書
き
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物
的

担
保

の
活

用
事

例
５
（
担

保
物

件
：
漁

船
（
※

譲
渡

担
保

設
定

）
）

◯
貸

付
け
の

概
要

・
資

金
の

種
類

：
青

年
漁

業
者

等
養

成
確

保
資

金
（
経

営
開

始
資
金
）

・
貸

付
の

内
容

：
漁

船
購

入
、
貸

付
金

額
１
４
，
２
０
０
千

円
、
償
還

期
間

１
０
年

・
担

保
内

容
：
貸

付
対

象
物

へ
の

譲
渡

担
保

設
定

県
借

受
者

①
沿

岸
漁

業
改

善
資

金
の

借
用

証
書

②
譲

渡
担

保
設

定
契

約
の

締
結

（
譲

渡
担

保
設

定
契

約
証

書
）
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物
的

担
保

の
活

用
事

例
６
（
担

保
物

件
：
漁

船
等

（
※

譲
渡

担
保

設
定

・
質

権
設

定
）
）

◯
貸

付
け
の

概
要

・
資

金
の

種
類

：
経
営

等
改

善
資
金

（
燃
料

油
消

費
節
減

機
器

等
設

置
資
金

）

・
貸

付
の

内
容

：
エ
ン
ジ
ン

、
貸

付
金

額
７
，
５
６
０
千

円
、
償

還
期

間
７
年

・
担

保
内

容
：
貸

付
対

象
物

へ
の

譲
渡

担
保

設
定

及
び
当

該
漁

船
等
の

漁
船

保
険

へ
の
質

権
設

定

※
Ｂ
県

で
は

、
貸

付
金

額
が

５
，
０
０
０
千

円
以

上
の

も
の

に
つ
い
て
、
漁

船
保

険
の

保
険

金
請

求
権

を

担
保

と
し
て
徴

求
。
実

質
的
に
は

漁
船

保
険
（
普

通
保

険
）
の
保

険
金

額
を
物

的
担

保
の

評
価

額
と

し
て
お
り
、
当

該
保

険
金

額
に
つ
い
て
は

毎
年

、
漁

協
又

は
漁

船
保

険
組

合
に
確

認
。

県

（
質

権
者

）

借
受

者

（
質

権

設
定

者
）

①
貸

付
申

請
⇒

貸
付
決
定

譲
渡

担
保
設
定
契
約
の
締
結

（
譲

渡
担

保
設

定
契

約
証

書
）

質
権

設
定

承
諾

請
求

書

※
当

事
者

双
方

連
署

保
険

期
間

に
応

じ
て
更

新
漁

船
保

険
組

合

④
漁

船
保

険
請

求
権
へ
の
質
権
設

定
の

同
意

質
権

設
定

承
諾

証
・

保
険

証
券

裏
書

き

②
沿

岸
漁

業
改
善
資
金
の
借
用
証

書

③

⑦⑥

法
務

局

ｏ
ｒ

公
証

役
場

担
保

設
定

契
約

確
定

日
付

請
求

・
確

定

質
権

設
定

承
諾

請
求

確
定

日
付

請
求

・
確

定

⑤ ⑧
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物
的

担
保

の
活

用
事

例
７
（
担

保
物

件
：
漁

船
等

（
※

譲
渡

担
保

設
定

・
質

権
設

定
）
）

◯
貸

付
け
の

概
要

・
資

金
の

種
類

：
（
１
）
経

営
等

改
善

資
金

（
燃

料
油

消
費

節
減

機
器

等
設
置

資
金

）

（
２
）
青

年
漁

業
者

等
養

成
確

保
資

金
（
経

営
開

始
資

金
）

・
貸

付
の

内
容

：
（
１
）
エ
ン
ジ
ン

、
貸

付
金

額
２
４
，
０
０
０
千

円
、
償

還
期

間
７
年

（
２
）
漁
船

建
造

、
貸

付
金

額
２
０
，
０
０
０
千

円
、
償

還
期

間
１
０
年

・
担

保
内

容
：
貸

付
対

象
物

へ
の

譲
渡

担
保

設
定

及
び
当

該
漁

船
等
の

漁
船

保
険

へ
の
質

権
設

定

※
漁

船
保

険
組
合
と
の
質

権
設

定
に
関
す
る
や
り
と
り
は

借
受

者
に
任
せ

て
い
る

県

（
質

権
者

）

借
受

者

（
質

権

設
定

者
）

①
沿

岸
漁
業

改
善

資
金

の
借

用
証

書

譲
渡
担

保
設

定
契

約
の

締
結

（
譲

渡
担

保
設

定
契

約
証

書
）

⑤
質
権
設
定
承
諾
請
求
書

漁
船

保

険
組

合

③
漁

船
保

険
請

求
権

へ
の

質
権

設
定

の
同

意

質
権
設
定
承
諾
証
・

保
険
証
券
裏
書
き

⑥

④
質

権
設

定
承

諾
請

求
書

⑦
保

険
証

券

譲
渡

担
保

設
定

は
漁

船
の

み
に
設

定
。

漁
船

の
担

保
価

格
が

貸
付

債
権

を
保

全

で
き
な
い
場

合
に
、
不

動
産

担
保
を
追

加
し
て
貸

付
債

権
を
保

全
。

②

1
0



沿岸漁業改善資金の活用状況についての調査結果（概要）

１．調査概要

（３）調査実施時期：平成２９年３月～５月
（４）回収率：１００％

（１）調査目的： 平成２８年１２月に閣議決定された「平成２８年の地方からの提案等
に関する対応方針」への対応のため調査を実施

（２）調査方法： 沿岸漁業改善資金実務担当者及び地方分権担当者に対して調査
を実施（３９都道府県）

２．結果概要

・ 担当者の役職は、「①都道府県庁（本庁）の本制度の担当（水産部局）」が９０％、
「②都道府県庁（本庁）の本制度の担当（水産部局以外）」が１０％。

① 制度に係る業務の状況
・ 沿岸漁業改善資金に係る業務のうち、最も困難な業務としては「⑤延滞金の回収」が
４０％、「⑧担保物件の評価・管理」が１９％、「②貸付けの審査」が１５％、「⑦保証人
の設定」が１０％。
・ 事務委託先の業務内容は、「①債権者管理カード等による整理・把握」 、「②償還金
の支払の督促」 、 「③延滞金の回収」及び「⑥期限前償還の連絡」がいずれも２０％、
「④保証人や担保の追加・変更等」が９％。

（１）担当者の役職について

（２）制度の現状について

（別紙２）
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③ 過去５か年間の貸付の傾向等
・ 「②減少傾向にある」が８５％、「③変わらない」が１５％、「①増加傾向にある」が０％。
・ 減少傾向にある理由は、漁業経営の状況の悪化、投資意欲の減退、漁業者等の減少
及び高齢化といった外的要因（①～②、④）が３２％、担保・保証人を設定することが困難、
貸付条件等が厳しい、貸付に時間を要する及び手続き等が煩雑といった制度上の要因
（③、⑤～⑨）が４８％。

② 制度へのニーズ
・ 「①大変有効な制度であり積極的に活用していきたい」と「②有効な制度であり活用し
ていきたい」の合計が６９％、「⑤どちらとも言えない」が１８％、「③あまり有効な制度では
ないので活用したくない」と「④制度として問題があり活用したくない」の合計は８％。
・ 活用していきたいと回答した理由としては、無利子貸付の制度であることや技術面・生
活面での改善といった政策誘導の効果に関する意見があった。一方、活用したくないと回
答した理由としては、信用保証が使えず保証人の確保が必要なことや提出書類等が多く
手続きが煩雑で借受者の負担が大きいことに関する意見があった。
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（つづき）
・ 過去３カ年（平成２６～２７年度）に、漁業者等から貸付けの希望や相談があったものの
貸付けを行わなかった（行えなかった）ことがあったのは７４％、その件数は１４７件。
・ 貸付けを行わなかった（行えなかった）理由としては、貸付対象者ではなかった等の借
受希望者を要因としたもの（①～③）が３４％で、このうち担保・保証人の設定が困難で
あったものは１４％。また、他の融資制度や補助制度の活用を要因としたもの（⑨～⑩）が
２３％、貸付手続きに時間を要する等の制度的な要因（④～⑧）が１９％。
・ 他の融資制度としては、漁業近代化資金の利用が最も多く、他の補助制度としては、
水産業競争力強化緊急事業の利用が最も多かった。

① 現行制度のメリット及びデメリット
・ メリットに関するものは、「①借受者の経済的な負担が少ない制度である」が４０％、「④
制度の継続性や安定性がある」が２０％、「③新たな財政負担が殆ど無いこと」が1９％。
・ デメリットに関するものは、「②信用保証による貸付けができない」が３７％、「⑤審査や債
権の管理・回収に多大な労力を要する」が２４％、「④償還期間及び据置期間が短い」が
１７％、「③貸付け内容等が限定的かつ硬直的であり選択の余地が少ない」が１１％。
・ 具体的な見直し案等の意見としては、連帯保証人の人数の減少、信用保証の導入、
違約金の率の見直しや減免、償還期間の延長等に関するものが多数あった。

（３）制度の在り方について

3


	tb_h28fu_12maff_136_1分割
	20171205通知①【事務連絡】沿岸漁業改善資金に係る物的担保の活用状況等に関する情報提供について

	tb_h28fu_12maff_136_1
	20171205通知②【別紙１】　沿岸漁業改善資金における物的担保の規定と貸付けの状況




